
農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する
法律の課題、基本法改正に望むこと

公益財団法⼈ ⽇本⾃然保護協会
藤⽥ 卓

0 2023年1⽉21⽇ 農業「基本法」改正と “ 多⾯的機能 ” を考えるつどい



日本型直接支払交付金はなぜ重要か？
• 農業・農村がもつ、「⾷料等の⽣産」以外の機能（国⼟保全、⽔源かん養、⾃然

環境保全、景観形成等の多⾯的機能）を発揮するため農業団体等への⽀援制度

（予算︓1544億円(平成30年度）︓農⽔省所管）
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交付⾦の種類別の組織・件数（平成30年度）

交付⾦の種類 組織・件数
多⾯的機能⽀払交付⾦ 28,348
中⼭間地域等直接⽀払交付⾦ 25,958
環境保全型農業直接⽀払交付⾦ 3,609

⽇本の農⽤地⾯積の52%
で⽀援（平成27年度）

⽀援対象となる
農地⾯積割合も⾼く、団体数も多く、予算額（税⾦）も多い

⽇本の（普通の）農村の⽣物多様性保全のため重要な制度



「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関
する法律」の目的

（⽬的）
第⼀条
• この法律は、農業の有する多⾯的機能の発揮の促進を図るため、その
基本理念、農林⽔産⼤⾂が策定する基本指針等について定めるととも
に、多⾯的機能発揮促進事業について、その事業計画の認定の制度を
設けるとともに、これを推進するための措置等について定め、もって
国⺠⽣活及び国⺠経済の安定に寄与することを⽬的とする。

2

• 農地⽣態系の保全、⽣産性と持続性を両⽴させ、持続的な地域づく
りに貢献する⼤事な法律

• 本法による多⾯的機能発揮の効果（アウトカム）を⾒える化して、
納税者の国⺠へ、「農地の有する多⾯的機能のもたらす恩恵」を実
感いただき、本法が今後も⽀持される状況を作ることが⼤事

（公布： 平成26年6⽉13⽇ 施⾏： 平成27年4⽉1⽇）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tiiki/chusankan/tamen_hou.html



多面法の点検結果(令和2年）へNGO共同提言を提出
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【提⾔概要】
1. 多⾯的機能の発揮促進の⼗分な効果検証

をすべき
2. ⽣物多様性を劣化させる事業への⽀援を

⾒直し、⽣物多様性保全活動を義務化す
べき

3. ⾃然環境や⽣物多様性の保全機能の向上
に資する活動の⽀援を増やすべき

4. ⽣物多様性に詳しい専⾨家・NGOも制
度設計や⾒直しに参画させるべき

詳細：https://what‐we‐do.nacsj.or.jp/2022/04/18038/

2022.04.15公開主に、提⾔の内容とNACSJの意⾒を紹介



自然環境や生物多様性の保全機能の向上に資する
活動の支援を増やすべき

⽣物多様性保全など多⾯的機能発揮のために最も重要な交付⾦
しかし、予算が少なすぎる（3.2%)

予算の⼤幅な拡充、適⽤範囲を拡⼤すべき

環境保全型農業直接支払交付金
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主にこの交付⾦の課題を紹介



農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する
法律の点検・検証結果（令和2 年11 月30 日）
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‐‐中略P2‐‐

‐‐中略‐‐

https://www.maff.go.jp/j/nousin/tamen5/tameniinkai/index.html

この根拠を⾒てみると、、、



多面的機能支払交付金の最終評価
（評価結果のまとめ～環境保全の評価～ 抜粋）

・実施主体や行政担当者のアンケートなど主観的評価が多い
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多⾯的機能⽀払交付⾦の施策の評価のポイント（平成31年3⽉農林⽔産省）p2抜粋
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_sesaku‐2.pdf

この根拠は？



https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_sesaku‐6.pdf

多面的機能支払交付金の最終評価
（環境保全の評価 抜粋）

コウノトリの⾶来数＝環境保全のアウトカム指標
1つの指標ではあるが、多⾯的機能⽀払制度の効果か不明？
その他多数の指標もあり、総合的に評価すべき



⽣物多様性及び⽣態系サービスの総合評価報告書
評価結果（環境省2021年）

⽣物多様性条約第6回国別報告書（⽇本国政府
2018年）に⽰された⽬標達成状況

国レベルの農地⽣態系の総合的な評価結果

国レベルの農地⽣態系全体の評価との乖離
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⽣態系保全に関する客観的な評価の導⼊、制度改善に活かす必要
年間1544億円の交付⾦の効果を納税者に⽰すことが望ましい



本法の施⾏の効果 国⺠に提⽰できたか︖
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第⼀回農業の有する多⾯的機能の発揮の促進に関する法律の施⾏状況の点検・検証に関する委員会議事録抜粋（2019年12⽉6⽇）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/tamen5/tameniinkai/attach/pdf/haihushiryou-17.pdf

本法の点検・検証委員会 第１回議事録（2019年12⽉6⽇）抜粋
河野委員︓（中略）
最終恩恵者である税⾦を払っている国⺠が、この法律の施⾏によって、災害のときに効果
を発揮してくれてよかったなとか、景観が保全されてとても気持ちがいい空間がずっと維
持されているなとか、本当に農業⽣産を皆さんが⽣き⽣きとやっているなとか、そういう
ふうな最終効果のところも、やはりこの法律の評価には⾔及していただきたいなというふ
うに思っておりますので、法律がきちんと実⾏できているという評価プラスアルファで、
効果のところにも何らかの⾔及をしていただきたいというのが私の要望であります。
地域振興課⻑ ︓（中略）
それぞれの⽀払による効果についてまず２点⽬からは、それぞれの⽀払の第三者委員会の
場でご議論いただき、ある程度定量的に効果を評価をしており、今回の第三者委員会にお
いては、この部分は対象外にしたというような考え⽅でございます。

環境保全（⽣物多様性保全）の評価結果は、アウトカムは
コウノトリの結果のみ



「多面的機能支払交付金」の評価方法（中間評価段階）
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参考資料１ 多⾯的機能⽀払交付⾦に関するロジックモデル（農⽔省 平成29年8⽉ 中間評価）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_chukan-8.pdf

海外の農業環境⽀払の⽣態系保全アウトカム評価の⼀部を紹介

中間評価段階︓活動(⾏為）＋アウトカム指標も検討されていたが、、



生物多様性保全のアウトカム評価
〜イギリスのチョウ類の検証例〜(Brereton et.al2011)
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ー農業環境⽀払あり
ー なし

イギリスの草原性チョウ類の保全に、農業環境⽀払は有効
←モニ1000⾥地調査と同じ調査⽅法で、政府＋NGO＋ボランティアで実施

Brereton, T., Roy, D. B., Middlebrook, I., Botham, M., & Warren, M. (2011). The development of butterfly 
indicators in the United Kingdom and assessments in 2010. Journal of Insect Conservation, 15(1), 139–151. 



海外の農業環境直接支払制度（AES）の
生物多様性保全効果のアウトカム評価の事例
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事例１．Kleijn, D., & Sutherland, W. J. (2003). How effective are European agri-environment schemes in conserving 
and promoting biodiversity? Journal of Applied Ecology, 40(6), 947–969.
事例２． Batáry, P., Dicks, L. V., Kleijn, D., & Sutherland, W. J. (2015). The role of agri-environment schemes in 
conservation and environmental management. Conservation Biology, 29(4), 1006–1016. 

事例１．EU5か国、スイス 62研究事例レビュー（植物・⿃類・昆⾍等）
⽣物多様性指標：増加 54%、減少 6%、増減 17%、変化なし23%
成功するAES：特定の（まれな）種の保全を⽬標＋科学者やボランティアの参加あり
⽣物多様性保全を⽬的としないAESは、⼀般的な種の増加か、影響なしになりやすい。
→このような研究・レビューは効果的な⽀援・活動メニューを特定するために重要

事例２．事例1＋世界全体のAES研究事例レビュー
• AESの中には、農家のトレーニングやアドバイスが組み込まれていないことがよく
あり（Marja et al.2014など）、これが効果を低下させている可能性

• 英国AESにて、農家を訓練することで彼らの⾃信が⾼まり、農業環境管理に対する
より専⾨的な取組が育成（Lobley et al.2013）。

• 同じAESにて、訓練を受けていない農⺠と⽐較して、訓練を受けた農⺠によって管
理されているAES地域では、花や種⼦の資源が多く、ミツバチや⿃の数が多かった
（Dicks et.al.2013a）。

• EUでは、各国は新しい科学的知⾒をもとに、AESを7年ごとに⼤幅に変更。

・EUでは多数のアウトカム評価を実施、制度改善に活⽤（論⽂でAESは不⼗分と指摘）
・⽣物多様性保全が成功しない場合もある
・成功の鍵は、農家の理解、専⾨家の参加など



多面的機能支払交付金の課題：活動の偏り

• 景観形成活動（植栽等）は、93％の組織が実施したのに対して、
• ⽣態系保全や⽔源涵養を実施した組織は3割以下と少ない。
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令和元年度実施状況（都道府県別）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/r1jissi‐3.pdf

総計︓20,923組織



農村環境保全活動（景観以外）を増やすには
専門的な知識の提供が必要
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【資料2-1】令和3年度多⾯的機能⽀払交付⾦の効果等に関するアンケート結果について（令和3年度第2回多⾯的機能⽀払交付⾦第三者委員会）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai/n_sansya/attach/pdf/r3_2kai-11.pdf

専⾨的な知識の提供に向けた従来の対応・課題は︖
→先進事例の栃⽊の例



事例：専門的知識の提供・支援体制（栃木県）
• 栃⽊県の交付⾦受給要件として、⽣物調査・専⾨家の登録が必須（数年前まで）
• 県の多⾯協議会が事務局。活動組織と専⾨家をマッチング。専⾨家の研修会、活動組織の研修

会などを実施。
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オリザネット斎藤様提供資料より

「⽣きもの調査から始まる⽣
態系保全活動の事例」⽔⼟⾥
ネットとちぎ福⽥

活動組織の研修専⾨家の研修

栃⽊の⼟地改良 516号(平成29年度第1号）より
http://tecahp0419.bizmw.com/tecanews66.pdf



事例：専門的知識の提供・支援体制の課題（栃木県）
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https://www.pref.tochigi.lg.jp/g02/documents/zireigaiyou.pdf

資料１＿令和元年度多⾯的機能⽀払交付⾦の実施状況（栃⽊）
https://www.pref.tochigi.lg.jp/g02/documents/r1zissizyoukyou.pdf

・栃⽊の⽀援制度運⽤後でも、県は⽣態系保全活動の普及が課題と認識
→専⾨家の⽀援、栃⽊の課題も踏まえて、⼤幅に強化する必要がある
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令和4年度多⾯的機能⽀払交付⾦のあらまし（パンフレット）
https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/attach/pdf/tamen_siharai-26.pdf

農村環境保全活動（景観以外）を増やすためには何
が必要か？～交付金単価や加算措置の工夫～

【現状】交付条件︓農村環境保全活動
・１つ以上の活動を選択して実施
・どの活動を選択しても交付⾦は同じ

（改善案）景観以外の活動の加算措置

（改善案）農業者以外の参加の加算措
置の強化（単価や条件等）も検討
※加算措置の政策効果の検証を踏まえ
→景観以外の活動増加に貢献したか︖
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農地の多⾯的機能の発揮を促進
するための交付⾦のはずが、、

実際は、
・農地維持活動は義務（多⾯的機
能向上や環境に配慮しなくてもOK)
・U字溝化等の農地施設の⻑寿命化

問題︓（法律の⽬標の）多⾯的機能を保全する
活動が義務化されていない
＝＞義務化が必要

多面的機能支払制度の問題点

維持さえすれば
機能はついてくる？

農⽔の⾒解︓⽣物多様性は多⾯的機能の１つ。農業担い⼿不⾜で放棄されるよりいい
→U字溝を使う場合、環境配慮型を必須にできないか︖



EUの農業環境政策
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EUの農家への補助⾦の受給条件＝環境保全が義務化
⽇本︓環境保全が義務化された補助⾦はほとんどない

農林⽔産省. (2019). 海外における環境直接⽀払制度の現状〜平成30年度環境保全型農業効果調査事業結果. 



みどり戦略（2021年） クロスコンプライアンスの充実
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https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/attach/pdf/index-112.pdf

戦略本⽂P4〜5︓「パリ協定やポスト2020⽣物多様性枠組への貢献を踏まえた、政策のグリーン化と、補助⾦の拡
充、環境負荷軽減メニューの充実、これらとセットでのクロスコンプライアンス要件の充実」



KPI2030目標（令和4年6月みどり戦略本部決定）

https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/goudou/attach/pdf/32-6.pdf
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環境負荷軽減メニューの充実、クロスコンプライアンス要件の充実
→⽬標・KPIは明⽰されていない。今後も注視が必要



食料・農業・農村基本法 課題

・多⾯的機能の発揮（3条）の施策がない
→農業を営めば、多⾯的機能が⾃動的に発揮される

農業の環境負荷・多⾯的機能間のトレードオフを想定していない
例）中⼲し（CO2削減）⇔⽔⽣⽣物の保全

条⽂の中に
具体的な
施策項⽬なし
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農業の⾃然循環機能・⽣物多様性の維持増進に配慮した多⾯的機
能の発揮等を図ることが極めて重要

次期WTO農業交渉においては、農業の多⾯的機能や⾷料安全保障
の重要性などが反映された公正かつ公平な農産物貿易ルールを確
⽴

食料・農業・農村基本法 制定時の参議院決議

参議院決議への対応が不⼗分

基本法を改正し、⽣物多様性保全を実現させる必要がある
24



食料・農業・農村基本法 改正に望むこと

1. 法律の⽬的「⾷料・農業・農村」に、「環境保全」を追加する
2. 法律の４つの基本理念の１つ「多⾯的機能」を「環境保全」に変更し、

４つの基本理念の関係を⾒直すことによって、環境保全を着実に実⾏
し、⽣物多様性の損失を⽌める

3. 農業環境保全の関連法（多⾯法・⼟地改良）の点検、⾒直し、法改正
4. モニタリングに基づく制度の評価⾒直し体制の構築
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⾷料の
安定供給

多⾯的機能
の発揮

農業の持続的発展

農村の振興

⾷料の
安定供給

農業の持
続的発展

農村の
振興

環境保全

現在 望ましい姿

４つの基本理念の⾒直し

⾷料・農業・農村基本法 第１条
この法律は、⾷料、農業及び農村に関する施策について、基本理念及びその実現を図るのに基本となる事項を
定め、並びに国及び地⽅公共団体の責務等を明らかにすることにより、⾷料、農業及び農村に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって国⺠⽣活の安定向上及び国⺠経済の健全な発展を図ることを⽬的とする。



多⾯的機能⽀払交付⾦の中間評価（案︔2022年）課題

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai/n_sansya/attach/pdf/r4_1kai‐16.pdf



多⾯的機能⽀払交付⾦ 施策評価スケジュール

https://www.maff.go.jp/j/nousin/kanri/tamen_siharai/n_sansya/attach/pdf/r4_1kai‐10.pdf
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持続的な農業の実現に向けて
みどりの⾷料システム戦略（農⽔省 2020）の⽬標
・2050年までに有機農業⾯積25％（2017年 0.5%）

化学農薬半減
化学肥料30%減

・農地から消費者までの流通も含めた⽀援

課題︓⽣物多様性保全の具体策がない

有
機
農
業
取
組
⾯
積
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みどり法の課題解決に向けたNACSJの活動

みどり法 抜粋
（第2条４）環境負荷低減事業活動とは
１．堆肥その他の有機質資材の施⽤により⼟壌の性質を改善させ、かつ、化学的に合成された肥料及び農薬
の施⽤及び使⽤を減少させる技術を⽤いて⾏われる⽣産⽅式による事業活動
２．温室効果ガスの排出の量の削減に資する事業活動
３．前２号に掲げるもののほか、環境負荷の低減に資するものとして農林⽔産省令で定める事業活動

課題︓⽣物多様性保全は⽀援されない＝第2条４項の活動を認定・⽀援する法律

提案︓省令に「⽣物多様性保全に資する事業活動」を追加

有機や減農薬のみ
＝⽣物多様性保全困難

2022年2⽉法案提出 ←NACSJ意⾒書提出

4⽉国会審議 ←NACSJロビー活動
→ 議員からの質問
・3項の省令で事業活動で対応を検討すると⼤⾂答弁を得る

5⽉の省令のパブコメ ←NACSJ意⾒書提出
→省令で定める事業に⽣物多様性保全活動を追加（＝財政⽀援の対象へ）

8⽉の基本⽅針のパブコメ ← NACSJ意⾒書提出
→環境負荷低減事業活動に対して⽣物多様性保全に配慮することを明記された
（例︓温暖化対策の⽥んぼの中⼲によって、⽔⽣⽣物への悪影響を回避する等）
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30by30（環境省）
⽬標︓2030年までに陸と海の30％以上を保全（現在約20%)
課題︓あと8年で国⼟10%の保護地域の追加は⼤変

保護地域に指定するメリットが弱い

農地を中⼼とした持続可能な社会に向けた施策が多数あるが、連携が不⼗分
連携が重要︕︕

持続的な農業への転換に向けて

みどり法
⽬標︓2050年までに有機農業⾯積25％、化学農薬半減
など
課題︓意欲的⽬標でも、予算・体制が不⼗分

多⾯法
• 農業・農村がもつ、「⾷料等の⽣産」以外の機能（国

⼟保全、⽔源かん養、⾃然環境保全、景観形成等の多
⾯的機能）を発揮するため農業団体等への⽀援制度

• 予算額が⼤きく（1544億円(平成30年度））、農地の
52％を⽀援、⽀援した組織数も延べ6万組織と、持続
的な農業の実現に不可⽋な制度

連携が重要

⺠間の取組

カーボンニュートラル（環境省）
・2050年までに温室効果ガスの排出を全体で０に

⾷料・農業・農村基本法（農⽔省）



里山の現代的な自然資源利用の再構築

地主・集落

労
⼒

肥
料
・
材
・
⾷
料

過去
⽣態系サービス
⽔⽥の洪⽔調整
⼟砂崩れ防⽌
⽔源涵養機能
⽔質浄化

現在

国外の資源（化⽯燃料等）の過剰利⽤ 環境問題

肥
料
・
材

・
⾷
料労

⼒

未来

稲刈り体験

新しい資源利⽤

雇⽤創出
対価

参加

労
⼒

肥
料
・
材
・
⾷
料



里山の現代的な自然資源利用の再構築の具体例
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包装紙（藁・モミガラ使⽤） 洗顔料（炭クズ使⽤） 耕作放棄⽔⽥再⽣(三浦半島）
⼊浴剤セット（商品名：ポップアート） LUSH社員と地元NPOとの協働

その他の商品例
⽶：フレッシュフェイスマスク『ドントルックアットミー』洗顔料『ハーバリズム』
茶葉：ジェリーマスク『1000 ミリへレン』
⽣姜：フレッシュフェイスマスク『華麗なる饗宴』
ニンニク：フレッシュフェイスマスク『⼄⼥の戦⼠』

化粧品ブランドLUSH×⽇本⾃然保護協会
豊かな⾥⼭のシンボル「サシバ」が⽴ち寄る⾥⼭からの恵みを使った商品の
「原材料調達」と「保全活動」を通じたサシバ保全のための⽶作りを⽀援

サシバ（絶滅危惧Ⅱ類）



英国の農業の多面的機能への支援
（和泉2019）

• 英国の農政の⽅針「公的資⾦は公共財へ」
• 英国の農業への財政⽀援は多⾯的機能の発揮に絞り、⽣

物多様性保全が主要な⽬的
（多⾯的機能⽀払事業費 75%）
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環境保全団体など多数の⺠間団体の成果
全国の⽣物多様性モニタリングによる危機の把握・普及
農業環境政策への提⾔、ロビー活動
先進的な農業と保全の両⽴を⽬指した実証実験

（トラストで取得した農地などで展開）
認証制度の運営
多⾯的機能⽀払の申請のための農業者への⽀援

持続可能な農業の実現に向けて、⽇本の⺠間団体の活動が不可⽋

英政府、環境を保護・改善する農家への報酬を増額（2023/1/5)
https://esgjournaljapan.com/world-news/24449



日本自然保護協会（NACS-J）

調べる 守る

広める・会費と寄付が頼りの⺠間団体
・是⾮ご⽀援を

1951年に創⽴、⽇本で最も歴史のある⾃然保護団体
⾃然のちからで、明⽇をひらく




